
令和８年６月 8日 

正会員各位 

一般社団法人日本石綿対策技術協会 

理事長 姫野 賢一郎 

令和８年度 第３回定時社員総会 議案書の送付 

日頃より格別のご高配を賜り感謝申し上げます。 

先般よりご案内しております令和８年度第３回定時社員総会について、議案書をお送

りいたします。 

議案書はホームページにもアップロードいたします。ご確認の上、ご出席される正会

員の皆様におかれましては、十分な審議をお願い申し上げます。 

またご欠席される正会員の皆さまにおかれましては、同封いたしました返信用はがき

の定時社員総会出欠届・代理人選任届、議決権行使書にて事前に議決権行使をお願いい

たします。 

敬具 

記 

１．日時 令和８年６月 23 日（火） 14 時より 

２．場所 日比谷図書文化館 日比谷コンベンションホール 

〒100-0012 東京都千代田区日比谷公園１−４ 地下 1階 

３．会議の目的たる事項 

（１）決議事項

第１号議案 令和７年度決算書類承認の件 

第２号議案 会費規程の改正の件 

（２）報告事項

報 告 １ 令和７年度事業報告の件 

報 告 ２ 令和８年度事業計画の件 

報 告 ３ 令和８年度予算の件 

《出欠届、代理権、議決権の行使等についてのご案内》 

必要事項を返信用はがきに記入の上、令和８年６月 12 日（金）までに投函してくだ

さい。 

今年度より会場参加とあわせて WEB での参加も可能となりました。WEB 参加のための

会議 URL は６月 19 日（金）までにメールと協会ホームページでの掲示でお知らせしま

す。 

当日ご出席ができない場合は、以下の代理人による議決権行使、書面による議決権行

使のいずれかを選択してください。

（１）代理人による議決権の行使

正会員は、当法人の正会員又は親族を代理人として社員総会にご出席いただくことが

できます。代理人選任届には、受任者名（代理する会員名）をお書きください。 

なお、代理人選任届は委任者が信頼する受任者に一切を委任する形式をとっているた
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め、議案に対する賛否の表示はできません。仮にその記載があっても、代理人は拘束さ

れません。 

（２）書面による議決権行使 

書面による議決権の行使は、令和８年度定時社員総会議案書をご検討いただき、各議

案に賛否を返信用はがきに〇で表記してください。議案書は、メールでお送りいたしま

すが、本協会のホームページからもダウンロードできます。 

 

なお、代理人による議決権行使未記入かつ書面による議決権行使における各議案の賛

否の記載のない場合は、賛成の表示があったものとして取り扱わせていただきます。 

 

※令和８年度定時社員総会議案書は会場では配布いたしません。必要な方はたいへん恐縮

ですが、印刷、またはタブレット等で見られるようにして持参してください。 

 

 

以上 
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決算報告書

（第３期）

一般社団法人 日本石綿対策技術協会
東京都千代田区神田神保町2-2-31-4F

⾃ 令和 ７年 4 ⽉ 1 ⽇
⾄ 令和 ８年 3 ⽉ 31 ⽇
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正味財産増減計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

科　　　目 当年度 非課税事業 課税事業 前年度 備考

１．事業活動収支の部

   経常収益

　　受取入会金 115,000    115,000    -          375,000    

　　　正会員個人入会金 15,000     15,000     -          125,000    

　　　正会員団体入会金 100,000    100,000    -          250,000    

　　受取会費 4,824,500  4,824,500  -          4,416,910  

　　　年度正会員個人 775,000    775,000    -          742,500    77名

　　　年度正会員団体 3,562,500  3,562,500  -          3,413,160  25社

　　　年度賛助会員個人 32,500     32,500     -          11,250     6名

　　　年度賛助会員団体 454,500    454,500    250,000    
 5社、内4500円は2024年度に計上済みだったが誤って2025年度に重複計

上されたので、2026年度に修正予定

　　事業収益 5,595,803  -          5,595,803  7,516,519  

　　　座学講習会事業収益 800,000    -          800,000    2,675,800  アスベスト工事監視技術者実践研修

　　　実地研修会事業収益 815,000    -          815,000    1,500,000  大分県日田市本物アスベスト対策工事（レベル3）ワークショップ研修

　　　委託事業収益 3,980,803  -          3,980,803  3,340,719  

999,603    -          999,603    -           堺市金岡公園体育館煙突内アスベスト除去監視業務

996,050    -          996,050    -           堺市福泉小学校渡り廊下解体工事アスベスト除去監視業務

999,900    -          999,900    -           堺市登美丘西小学校体育館棟吹付けアスベスト除去市役所職員研修

985,250    -          985,250    -           大分市佐賀関大規模火災の災害廃棄物処理に係る石綿撤去等支援業務

   経常収益計 10,535,303 4,939,500  5,595,803  12,308,429 
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正味財産増減計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

科　　　目 当年度 非課税事業 課税事業 前年度 備考

　経常費用

  　 事業費 6,848,719  -          6,848,719  9,497,846  

　　　役員報酬 -          -          -          -          

　　　給与手当 -          -          -          -          

　　　退職給付費用 -          -          -          -          

　　　法定福利費 -          -          -          -          

　　　福利厚生費 11,000     -          11,000     -          

　　　諸会費 139,188    -          139,188    -          学会等年会費、クレジットカード年会費、アプリサブスクリプション

　　　会場賃借料 111,520    -          111,520    1,449,358  要点講習、実地研修座学

　　　外注費 990,000    -          990,000    990,000    事務局運営費

　　　交際費 -          -          -          27,517     

　　　会議費 38,681     -          38,681     107,853    

　　　旅費交通費 1,017,934  -          1,017,934  2,723,632  講習会旅費、学会参加旅費

　　　通信運搬費 1,148,771  -          1,148,771  408,836    Google WS, ZOOM, Data便, 講習会資機材搬入出費

　　　消耗品費 158,758    -          158,758    95,169     

　　　印刷製本費 196,276    -          196,276    -          講習テキスト等

　　　名刺 9,968      -          9,968      3,364      

　　　保険費 63,578     -          63,578     42,513     現地実習講習会障害保険

　　　諸謝金 187,311              - 187,311    1,449,391   受託案件、講師謝金

　　　支払報酬 165,000    -          165,000    165,000    税理士

　　　支払手数料 34,296     -          34,296     164,288    銀行手数料

　　　委託費 1,796,213  -          1,796,213  1,424,375  受託案件外注費

　　　賃借料 300,000    -          300,000    300,000    事務所家賃、水光熱費込み

　　　広告費 317,398    -          317,398    -          環境新聞、Facebook、積算資料

　　　新聞図書費 -          -          -          -          

　　　租税公課 162,828    -          162,828    146,550    前期分謝金、交通費等の消費税調整

　　　貸倒損失 -          -          -          -          

　　　雑費 -          -          -          -          
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正味財産増減計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

科　　　目 当年度 非課税事業 課税事業 前年度 備考

  　 管理費 3,574,260  3,574,260  -          2,636,819  

　　　役員報酬 -          -          -          -          

　　　給与手当 -          -          -          -          

　　　退職給付費用 -          -          -          -          

　　　法定福利費 -          -          -          -          

　　　福利厚生費 11,000     11,000     -          -          

　　　諸会費 139,188    139,188    -          187,806    学会等年会費、クレジットカード年会費、アプリサブスクリプション

　　　会場賃借料 67,450     67,450     -          9,976      

　　　外注費 990,000    990,000    -          990,000    事務局運営費

　　　交際費 -          -          -          19,957     

　　　会議費 20,451     20,451     -          277        

　　　旅費交通費 708,952    708,952    -          390,920    理事会、委員会、総会参加旅費

　　　通信運搬費 701,569    701,569    -          404,663    Google WS、行政講習会郵送代、会計ソフト年会費等

　　　消耗品費 109,785    109,785    -          11,954     文房具等、会員証含む

　　　印刷製本費 -          -          -          -          

　　　名刺 9,968      9,968      -          3,364      

　　　保険費 -          -          -          -          

　　　諸謝金 -          -          -          -          

　　　支払報酬 165,000    165,000    -          165,000    税理士

　　　支払手数料 34,296     34,296     -          23,652     銀行振込手数料

　　　委託費 -          -          -          -          

　　　賃借料 300,000    300,000    -          300,000    事務所家賃、水光熱費込み

　　　広告費 272,210    272,210    -          110,000    環境新聞、Facebook、積算資料

　　　新聞図書費 -          -          -          -          

　　　租税公課 44,392     44,392     -          9,250      

　　　貸倒損失 -          -          -          10,000     

　　　雑費 -          -          -          -          

経常費用計 10,422,978 3,574,260  6,848,719  12,134,665 
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正味財産増減計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

科　　　目 当年度 非課税事業 課税事業 前年度 備考

当期計上増減額 112,325    1,365,241  -1,252,916 -          

２．経常外増減の部

   経常外収益

　　　受取寄付金 2,530,000  2,530,000  -          30,000     

　　　受取利息 14,870     14,870     3,034      利息

　　　雑収入 370,177    98         370,079    -          消費税還付

経常外収益計 2,915,047  2,544,968  370,079    -          

   経常外費用

　　　経常外費用 -          -          -          -          

　　　法人税等 70,000     -          70,000     70,000     法人税

経常外費用計 70,000     -          70,000     70,000     

当期経常外増減額 2,845,047  2,544,968  300,079    

当期一般正味財産増減額 2,957,372  3,910,209  -952,837   146,798    

一般正味財産期首残高 4,466,610  -          -          -          

一般正味財産期末残高 7,423,982  146,798    
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【資料】260331 財務諸表.xlsx 貸借対照表

貸借対照表

資産の部 負債の部
流動資産 流動負債
三菱ＵＦＪ　ACA準備会 65,318 未払金 1,663,106
朝日信金　ACA Japan 1,137,587 未払法人税等 70,000
三菱ＵＦＪ　ACA Japan 4,694,005 未払消費税等 0
小口現金 371 前受金 0
売掛金 2,174,650 預り金 7,403
仮払法人税 0 仮受金 44,260 寄付金にすると承認5/26
貯蔵品 53,900
未収入金
未収入消費税 370,079
前払費用 707,736
貸倒引当金 0
仮払金 5,105
流動資産 計 9,208,751 流動負債 計 1,784,769
固定資産 0 一般正味資産 7,423,982
固定資産 合計 0 正味資産 合計 7,423,982
資産 計 9,208,751 負債及び純資産 計 9,208,751

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

円 円
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自 令和 7年 4月1日
至 令和 8年 3月31日

法人名：一般社団法人 日本石綿対策技術協会

1. この財務諸表は「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正内閣府

公益認定等委員会）に準拠して作成しています。

2. 重要な会計方針
(1)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によって行っています。

令和８年６月４日の理事会承認において、上記の会計方針等は可決されております。

上記の通りご報告申し上げます。

一般社団法人 日本石綿対策技術協会

代表理事　 姫野 賢一郎

財務諸表に対する注記
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一般社団法人日本石綿対策技術協会 会費規程（改正案） 

 

制定 令和５年８月 22 日 

改正 令和６年５月 28 日 

改正 令和８年６月 23 日 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、一般社団法人日本石綿対策技術協会（以下、「本協会」という。）の会

員の入会金及び会費について定める。 

 

（入会金の額） 

第２条 入会金の金額は次のとおりとする。 

（１）正会員      個人          ５,０００円 

            団体（企業等）    ５０,０００円 

（２）賛助会員     個人             なし 

            団体（企業等）        なし 

 

（入会金の納入） 

第３条 入会申込者は、入会承認の通知を受け取った日から 30 日以内に、入会金全額を本

協会の指定する金融機関の口座に振り込んで納入しなければならない。 

 

（会費） 

第４条 会費の年額は次のとおりとする。 

（１）正会員    個人          １０,０００円 

          団体（企業等）    １５０,０００円 

（２）賛助会員   個人           ５,０００円 

          団体（企業等）    １００,０００円 

 

２ 賛助会員のうち、本協会の会員規程に定める特別賛助会員及び自治体賛助会員につ

いては、会費を徴収しない。 

 

（会費の納入） 

第５条 会費は、当該事業年度の５月 31 日までに、会費年額の全額を本協会の指定する金

融機関の口座に振り込んで納入しなければならない。 
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（中途入会者の会費減額措置） 

第６条 事業年度の中途で入会した会員の当該事業年度の会費は、会費年額を入会した月

を基準に四半期単位で計算した金額とする。入会した月から当該事業年度末までの期間

について、１か月単位で按分した額とする。ただし、１円未満の端数が生じたときは切り

捨てる。 

（１）４～６月入会の場合  年会費の全額 

（２）７～９月入会の場合  年会費の３／４ 

（３）10～12 月入会の場合   年会費の１／２ 

（４）１～３月入会の場合  年会費の１／４ 

 

２ 前項の会費は、入会承認の通知を受け取った日から 30 日以内に全額を、本協会の指

定する金融機関口座に振り込んで納入しなければならない。 

 

（延滞金） 

第７条 正会員又は賛助会員が入会金又は会費を滞納したときは、理事会の決議により、年

率 5％の延滞金を課すことができる。 

 

（入会金及び会費の返還） 

第８条 一旦納入された入会金及び会費は返還しない。 

 

（改 廃） 

第９条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て社員総会の決議をもって行う。 

 

[附 則] 

１ この規程は、令和５年８月 22 日から施行する。 

２ この規程は、令和６年５月 28 日から施行する。 

３ この規程は、令和８年６月 23 日から施行する。 
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改正理由 

今回の改正は、第６条（中途入会者の会費減額措置）第１項について、事業年度の中途

で入会した会員の当該年度会費の算定方法を見直すものです。 

従来は、入会月を基準として四半期単位で会費を算定していましたが、入会希望者や団

体会員の社内稟議等において、算定方法が分かりにくいとの意見がありました。 

そのため、入会した月から当該事業年度末までの期間について、１か月単位で按分して

会費を算定する方法に改め、会費計算の分かりやすさと説明のしやすさを高めるもので

す。 

 

改正前 改正後 

第６条 事業年度の中途で入会した会員の当

該事業年度の会費は、会費年額を入会した

月を基準に四半期単位で計算した金額とす

る。ただし、１円未満の端数が生じたとき

は切り捨てる。 

（１）４～６月入会の場合  年会費の全額 

（２）７～９月入会の場合  年会費の３／４ 

（３）10～12 月入会の場合  年会費の１／２ 

（４）１～３月入会の場合  年会費の１／４ 

 

第６条 事業年度の中途で入会した会員の当

該事業年度の会費は、入会した月から当該

事業年度末までの期間について、１か月単

位で按分した額とする。ただし、１円未満

の端数が生じたときは切り捨てる。 

例 

個人正会員として 8月に入会の場合： 

8月から翌年 3月は 8ヶ月なので 

10,000 円÷12 月=833.33 円／月 

833.33 円／月✕8月＝6,666.67 円 

1 円未満端数を切り捨て、6,666 円が、ご請求額に

なります。 
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一般社団法人日本石綿対策技術協会 
令和７年度事業報告書 

 

一般社団法人日本石綿対策技術協会（以下、「本協会」という。）は、「新たな石綿によ

る被害の発生を防止するため、適切な石綿対策工事に関する知識及び技術を有する施工管

理技術者及び優秀な技能を有する作業者を育成し、これらの者が活躍できる場を創出する

こと」を目的に、令和５年６月 30日に登記・設立しました。 

本協会の定款に定める事業は次のとおりです。 

（１）石綿対策工事等に係る調査研究、技術開発及び啓発普及等に関する事業 
 （２）石綿対策工事等に係る講習会等に関する事業 
（３）石綿対策工事等に係る資格認定等に関する事業 
（４）石綿対策工事に係る優良企業認定に関する事業 
（５）企業等に対する石綿対策工事に係る指導助言に関する事業 
（６）正会員に対する石綿対策工事に係る情報伝達及び情報交換等に関する事業 
（７）国、地方自治体及び国内外の関連協会等との情報交換等に関する事業 
（８）災害生発生時の石綿対策工事等に係る国及び自治体等への支援・協力に関する事業 
（９）石綿対策工事等に係る書籍等の出版に関する事業 

 

令和７年度は、従来の会員向けの講習会に加えて、「自治体向け講習会」や「自治体と事

業者による実地研修」などを実施しました。新たに積算委員会、技術委員会の２つの委員会

を設置し、適正な工事価格算定の指標づくりの取り組み、現場監視を中心とした技術的検討

などを行ないました。また、資格制度委員会（旧資格制度創設委員）では、資格講習に向け

たテキスト作りに着手しました。 

対外的な活動としては、日本建築学会や日本労働衛生工学会での事例報告、環境省依頼の

講習会講師、外部団体主催の講習会への講師派遣等を通じ、技術情報の提供や本協会の活動

報告等を行いました。 

受託事業としては、自治体への石綿除去工事の管理のためのコンサルティングや自治体

職員向けの講習会等を実施しました。また、環境省の石綿に関する検討会への委員派遣等の

協力も実施しています。 

講習会の開催、対外的な活動や専門家としての行政支援等、協会の活動の幅を広げて今後

の研修制度や資格制度へつなげていくための準備を進める一年でした。 

本協会が令和７年４月１日から令和８年３月 31日までに実施した事業を、以下のとおり

報告します。 
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[Ⅰ] 法人の運営管理 

 

１．総会 

 

（１）第２回定時社員総会（於：日比谷図書文化館 日比谷コンベンションルーム） 

開催日 令和７年６月 19日（木）14時～ 

議 案 ①令和６年度決算書類承認の件 

②第２期（令和７,８年度）役員選任の件 

報 告 ①令和６年度事業報告の件 

報 告 ②令和７年度事業計画の件 

報 告 ③令和７年度予算の件 

 

２．理事会 

 

（１）第８回理事会 

開催日 令和７年５月 27日（火） 

（２）第９回理事会 

開催日 令和７年８月 26日（火） 

（３）第 10 回理事会 

開催日 令和７年 11 月 25 日（火） 

（４）第 11 回理事会 

開催日 令和８年２月 24日（火） 

 

３．委員会 

 

＜総務委員会＞ 

（１）第 16 回総務委員会 

開催日 令和７年４月 22日（火）    

（２）第 17 回総務委員会 

開催日 令和７年７月 22日（火） 

（３）第 18 回総務委員会 

開催日 令和７年９月 24日（水） 

（４）第 19 回総務委員会  

開催日 令和７年 10 月 28 日（火）  

（５）第 20 回総務委員会 

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（６）第 21 回総務委員会 

開催日 令和８年１月 27日（火） 

（７）第 22 回総務委員会 

開催日 令和８年３月 24日（火） 

 

＜広報委員会＞ 

（１）第９回広報委員会  

開催日 令和７年７月 25日（金） 

（２）第 10 回広報委員会 
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開催日 令和７年９月 24日（水） 

（３）第 11 回広報委員会 

開催日 令和７年 10 月 28 日（火） 

（４）第 12 回広報委員会 

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（５）第 13 回広報委員会 

開催日 令和８年３月 24日（火）  

 

＜講習委員会＞ 

（１）第 17 回講習委員会（技術・講習委員会として開催）  

開催日 令和７年４月 22日（火） 

（２）第 18 回講習委員会  

開催日 令和７年７月 22日（火） 

（３）第 19 回講習委員会  

開催日 令和７年８月８日（金） 

（４）第 20 回講習委員会  

開催日 令和７年９月 24日（水） 

（５）第 21 回講習委員会  

開催日 令和７年 10 月 27 日（月） 

（６）第 22 回講習委員会  

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（７）第 23 回講習委員会  

開催日 令和８年１月 27日（火） 

 

＜事業受託委員会＞ 

（１）第 11 回事業受託委員会 

開催日 令和７年４月 22日（火） 

（２）第 12 回事業受託委員会 

開催日 令和７年７月 22日（火） 

（３）第 13 回事業受託委員会 

開催日 令和７年９月 30日（火） 

（４）第 14 回事業受託委員会 

開催日 令和７年 10 月 27 日（月） 

（５）第 15 回事業受託委員会  

開催日 令和７年 11 月 25 日（火） 

（６）第 16 回事業受託委員会 

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（７）第 17 回事業受託委員会 

開催日 令和８年１月 27日（火） 

（８）第 18 回事業受託委員会  

開催日 令和８年３月 24日（火） 

 

＜技術委員会＞ 

（１）第１回技術委員会 

開催日 令和７年７月 29日（火） 
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（２）第２回技術委員会 

開催日 令和７年８月 26日（火） 

（３）第３回技術委員会 

開催日 令和７年９月 30日（火） 

（４）第４回技術委員会 

開催日 令和７年 10 月 27 日（月） 

（５）第５回技術委員会 

開催日 令和７年 11 月 25 日（火） 

（６）第６回技術委員会 

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（７）第７回技術委員会 

開催日 令和８年１月 27日（火） 

（８）第８回技術委員会  

開催日 令和８年２月 24日（火） 

（９）第９回技術委員会  

開催日 令和８年３月 24日（火） 

 

＜積算委員会＞ 

（１）積算委員会発足準備会 

開催日 令和７年８月 26日（火） 

（２）第１回積算委員会 

開催日 令和７年９月 16日（火） 

（３）第２回積算委員会 

開催日 令和７年 10 月 21 日（火） 

（４）第３回積算委員会 

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（５）第４回積算委員会 

開催日 令和８年１月 27日（火） 

（６）第５回積算委員会  

開催日 令和８年３月 24日（火） 

 

＜資格制度委員会＞ 

（１）第１回資格制度委員会 

開催日 令和７年７月 30日（水） 

（２）第２回資格制度委員会 

開催日 令和７年９月 30日（火） 

（３）第３回資格制度委員会 

開催日 令和７年 10 月 27 日（月） 

（４）第４回資格制度委員会 

開催日 令和７年 11 月 19 日（水） 

（５）第５回資格制度委員会 

開催日 令和７年 12 月 23 日（火） 

（６）第６回資格制度委員会 

開催日 令和８年１月 2日（火） 

（７）第７回資格制度委員会 
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開催日 令和８年２月 25日（水） 

（８）第８回資格制度委員会 

開催日 令和８年３月 24日（火） 

 

＜理事会運営委員会＞ 

（１）第 10 回理事会運営委員会 

開催日 令和７年５月 13日（火） 

（２）第 11 回理事会運営委員会  

開催日 令和７年７月 22日（火） 

（３）第 12 回理事会運営委員会  

開催日 令和７年９月 30日（火） 

（４）第 13 回理事会運営委員会  

開催日 令和７年 10 月 27 日（月） 

（５）第 14 回理事会運営委員会  

開催日 令和８年１月 27日（火） 

（６）第 15 回理事会運営委員会  

開催日 令和８年３月 24日（火） 

 

 

[Ⅱ] 事業活動 

 

１．受託事業 

 

（１）(登美丘西)学校施設等改修等工事における吹付けアスベスト除去実地研修業務 

委託者 大阪府堺市 

受注金額 ¥999,900-（税込）  

（２）金岡公園体育館煙突内アスベスト除去確認業務 

委 託 者 大阪府堺市 

受注金額 ¥999,603-（税込） 

（３）福泉小学校渡り廊下棟吹付けアスベスト除去実地研修業務 

委 託 者 大阪府堺市 

受注金額 ¥996,050-（税込） 

（４）大分市佐賀関大規模火災の災害廃棄物処理に係る石綿除去等コンサルティング業務

委 託 者 大分県大分市 

受注金額 ¥985,250‐（税込） 

 

２．研修・セミナー 

 

（１）アスベスト対策工事（レベル３）ワークショップ 

１日目は、実際のアスベスト建材使用建物を研修会場として、すでに調査が実施され

たアスベスト調査報告書を教材に、「調査結果や調査漏れ等をどのように見ぬくか」、

「発注者に追加調査、追加工事、追加費用交渉するにはどうすればよいか」を、２日目

の講習では、法で求められるレベル３建材(けい酸カルシウム板第 1種、仕上塗材、化

粧石こうボード等)の計画書をどのように作るかを学ぶ研修を実施しました。 
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【研修内容】 

《開催日時》 

プレ開催 令和７年４月 25日（金）～４月 26日（金） 

第１回  令和７年６月 27日（金）～６月 28日（土） 

《会場》 

大分県日田市 

《プログラム》 

１日目 ①既存事前調査結果現地確認、追加調査の実施 

②意見交換会 

２日目 ①レベル 3建材、けい酸カルシウム板第 1種、仕上塗材の除去計画の作成 

②実地研修 

（２）アスベスト対策工事監視技術者研修 

前年度から引き続きアスベスト対策工事の作業員ばく露・周辺飛散事故を防止でき

るモニタリング技術者育成のため、座学と実際のアスベスト対策工事現場での実地研

修による「アスベスト対策工事監視モニタリング技術者研修」を開催しました。 

【研修内容】 

◎座学講習 

第１回 令和７年６月７日（土） 9：00～16：00（場所：大阪市内） 

第２回 令和７年７月５日（土） 9：00～16：00（場所：大阪市内） 

《プログラム》 

①自身に対するばく露防止 

②設計書図面及び作業基準と各種点検記録簿 

③作業工区における飛散防止措置の確認 

④吸引ポンプ式デジタル粉じん計の使用方法 

⑤集じん・排気装置の点検方法（体験型学習） 

⑥発注者等への説明資料並びに毎日の作業終了時のチェックポイント 

◎実地研修 

年３回（令和７年５月～３月の平日に大阪府堺市の工事現場で実施。） 

（３）行政向けオンライン講習会（無料セミナー） 

行政の視点から「止めるべき工事」「支えるべき指導」について実例を交えて解説し、

実効性ある行政対応の強化を目的として行政向けの無料セミナーを開催しました。 

【講習内容】  

◎第 1回（2025 年 11 月 27 日開催） 

①アスベスト工事届出書の確認方法  

②アスベスト工事の立ち入り検査の方法 

③違法工事を防ぐために建設部局職員が知るべきこと 

◎第２回（2026 年１月 20 日開催） 

①アスベスト除去現場の立入検査と飛散防止指導 

②アスベスト調査、除去工事発注時の注意点 

◎第３回（2026 年３月 18 日開催） 

①除去現場の効果的なアスベスト飛散防止指導の要点 

②アスベスト対策工事に本当に使える事前調査報告書とは 

 

 

 

19



7 
 

４．対外活動 

 

（１）令和７年度衛生業務専門研修オンライン講習への講義動画提供（労働大学校） 

提供日 令和７年４月 

演 題 「石綿除去工事に係る施工計画の基礎知識」 

講 師 姫野理事長 

（２）令和７年度大気環境研修（環境省） 

開催日 令和７年８月 28日（木） 

会 場 環境省環境調査研修所 

演 題 「建物等の解体工事に係る石綿飛散防止対策（施工・管理）」 

講 師 上口理事 

（３）令和７年度アスベスト大気濃度調査検討会（環境省） 

開催日 令和 7年２月 20日（金） 

会 場 ＷＥＢ開催 

委 員 豊口理事 

（４）アスベスト分析意見交換会（環境省） 

開催日 令和 7年２月 20日（金） 

会 場 ＷＥＢ開催 

委 員 豊口理事 

（５）令和７年度災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル改訂委員会（環境省） 

開催日 令和 7年８月４日（月）、令和８年２月 13日（金）、３月 19日（木） 

会 場 ＷＥＢ開催 

委 員 豊口理事 

※改訂したマニュアル（第４版）は環境省ホームページ（下記ＵＲＬ）で公開 

https://www.env.go.jp/air/asbestos/saigaiji_manual.html 

（６）令和７年度アスベスト大気濃度調査現場立ち合い（環境省） 

開催日 令和８年１月 13日（火） 

場 所 大阪府豊中市 

委 員 豊口理事 

（７）令和７年度石綿飛散防止対策検討会（環境省） 

開催日 令和８年 3月 16日（火） 

会 場 環境省 

委 員 望月理事 

 

５．学会発表 

 

（１）2025 年日本建築学会学術講演会 

開催日 令和 7年９月９日（火）～12日（金） 

発表１ 石綿対策工事における粉じん相対濃度計による現場管理方法の研究その１ 

発表２ 石綿対策工事における粉じん相対濃度計による現場管理方法の研究その２ 

執筆者 青島理事※、志垣専門委員※、上口理事、亀元理事、豊口理事 （※：発表者） 

（２）第 64 回日本労働衛生工学会 

開催日 令和 7年 10 月 29 日（水）～31日（金） 

発 表 高濃度有害物質(アスベスト等)の除去工事での有害粉じん量の発生制御方 

法の研究 
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執筆者 青島理事※、上口理事、亀元理事、豊口理事 （※：発表者） 

 

６．雑誌投稿等 

 

（１）積算資料公表価格版（一般財団法人経済調査会）11月号への寄稿 

掲載文 （一社）日本石綿対策技術協会の活動について 

執 筆 豊口理事 

（２）環境新聞への記事掲載 

「石綿被害の予防に向けて事業者や自治体を支援（日本石綿対策技術協会理事長 

姫野賢一郎）」（令和 7年 11月 19日掲載） 

「ＡＣＡ Japanのスベスト飛散防止に向けた取り組み」（令和８年２月 18日発行） 

 

７．資格制度創設に向けた活動 

 

資格制度委員会において研修テキストの作成に着手しました。令和８年度にテキスト作

成を完了し、第 1回目の講習会を開催する予定です。 

 

８．積算 

 

積算委員会において会員企業に情報提供を依頼し、標準的な見積項目の整理を進めてい

ます。令和８年度も作業を継続し、見積項目及び見積単位についての検討を進めていきます。 

 

９．その他 

 

（１）関係省庁を訪問し、本協会の活動説明等を行いました。（環境省、厚生労働省） 

（２）アスベスト対策セミナー（未来アスベスト対策セミナー主催）を後援しました。 

（３）本協会ホームページへの石綿関連の問合せに対し、回答、アドバイス等を行いました。 

（４）令和 7年度は、日田市での研修や大分市での災害支援等の九州地区での活動を実施し   

ました。当初計画していた九州支部設立については次年度に継続して検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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一般社団法人日本石綿対策技術協会 
令和８年度事業計画書 

 

一般社団法人日本石綿対策技術協会（以下、「本協会」という。）は、「新たな石綿に

よる被害の発生を防止するため、適切な石綿対策工事に関する知識及び技術を有する施工

管理技術者及び優秀な技能を有する作業者を育成し、これらの者が活躍できる場を創出す

ること」を目的に、令和５年６月 30日に登記・設立しました。 

本協会の定款に定める事業は次のとおりです。 

（１）石綿対策工事等に係る調査研究、技術開発及び啓発普及等に関する事業 
 （２）石綿対策工事等に係る講習会等に関する事業 
（３）石綿対策工事等に係る資格認定等に関する事業 
（４）石綿対策工事に係る優良企業認定に関する事業 
（５）企業等に対する石綿対策工事に係る指導助言に関する事業 
（６）正会員に対する石綿対策工事に係る情報伝達及び情報交換等に関する事業 
（７）国、地方自治体及び国内外の関連協会等との情報交換等に関する事業 
（８）災害生発生時の石綿対策工事等に係る国及び自治体等への支援・協力に関する事業 
（９）石綿対策工事等に係る書籍等の出版に関する事業 

 

令和７年度は、従来の会員向けの講習会に加えて、「自治体向け講習会」や「自治体と事

業者による実地研修」などを実施しました。新たに積算委員会、技術委員会の２つの委員会

を設置し、適正な工事価格算定の指標づくりの取り組み、現場監視を中心とした技術的検討

などを行ないました。資格制度の設立準備や石綿対策工事の価格についての資料整理収集

等を通じて、令和８年度の活動への準備をすすめてきました。 

令和８年度は、資格制度設立に向けた講習会の開催や工事価格算定のための標準的な見

積書様式の作成等を計画しています。 

あわせて、自治体職員向けセミナー開催、石綿対策に関する行政機関への情報提供や連携

等についても積極的に取り組み、本協会としての社会的貢献度も高めていきます。 

受託事業については、今年度も自治体への石綿除去工事の管理のためのコンサルティン

グを中心に、行政及び民間事業者の石綿対策を支援する事業を実施していきます。 

災害時の自治体への石綿対策支援については、災害対応ワーキンググループを立ち上げ、

過去の知見や情報の整理を協会内で共有し、速やかに対応できる体制づくりを進めていき

ます。 

石綿に関係する学会や研究会等における情報発信についても引き続き積極的に取り組み

ます。 

様々な活動の場において、従来の枠組みにとらわれない柔軟な実施方法検討し、より一層

多数の皆様が積極的に参加できる体制を整えていきます。 

また、会員の増加につながる魅力のある協会へと成長すべく鋭意努力してまいります。 

 

今後とも関係各位のご指導、ご支援をよろしくお願いします。 
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［Ⅰ］法人の運営管理 

 

１．総会及び理事会 

定時総会は令和８年６月に開催し、理事会は令和８年５月、８月、１１月及び翌年

２月の年４回の開催を予定しています。開催時期や開催方法については社会情勢等も

勘案し柔軟に対応していきます。 

 

２．委員会 

委員会活動は月１回の開催を予定しています。委員会の開催回数や開催方法につい

ては各委員会の活動状況に応じて柔軟に対応していきます。 

将来の石綿対策工事の施工管理技術者の資格制度や講習制度の仕組みづくりを検討

していきます。 

各委員会活動に参加いただける協会会員を広く募集します。 

 

 

［Ⅱ］事業活動 

 

１．受託事業 

令和８年度も令和７年度から引き続き自治体への石綿除去工事の管理のためのコン

サルティングを中心に、行政及び民間事業者の石綿対策の一助となる業務に取り組ん

でいきます。 

 

２．研修及び講習会 

（１）アスベスト対策工事監視技術者研修 

今年度も引き続きアスベスト対策工事の作業員ばく露・周辺飛散事故を防止できる

モニタリング技術者育成のため、座学と実際のアスベスト対策工事現場での実地研修

による「アスベスト対策工事監視モニタリング技術者研修」を開催します。 

アスベスト対策工事現場での異常発見、工事停止要請、原因特定、改善提案、効果確

認、再開承認までやり切れる役に立つアスベストコンサルタントを育成することが目

的です。 

令和８年度は大阪府堺市のアスベスト対策工事現場での実地研修を含む下記の内容

での研修を予定しています。 

【研修内容】 

◎座学講習 

2026年 8月 22日に開催予定。 

《プログラム》 

① 自身に対するばく露防止 

② 設計書図面及び作業基準と各種点検記録簿 

③ 作業工区における飛散防止措置の確認 

④ 吸引ポンプ式デジタル粉じん計の使用方法 

⑤ 集じん・排気装置の点検方法（体験型学習） 

⑥ 発注者等への説明資料並びに毎日の作業終了時のチェックポイント 

◎実地研修 

３日間（大阪府堺市の工事現場を予定。） 

※日程は 2027年 1月以降の３日間（１日×３回）となります。 
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（２）自治体講習 

昨年度に引き続き、行政向けの無料セミナーを開催します。 

今年度の第１回目は、アスベスト行政担当の新任・経験の浅い職員を対象とした基礎

コースの講習を 2026 年 7月 15日に開催予定です。 

また、今年度は行政の立ち入り調査員（アスベストＧメン）を対象とした講習会も開

催予定です。 

（３）補助金を活用した講習会 

大分県「建築物石綿含有建材調査者スキルアップ支援事業」補助金を活用しての講習 

会開催を計画しています。 

日田市を会場として、現地確認・調査結果レビュー・工事計画策定の実地研修を実施 

する予定です。 

（４）未来アスベスト被害者ゼロプロジェクト講演会支援 

賛助会員が中心となって開催する講演会において後援による支援をします。 

講演内容は「国際比較の視点での調査報告書の公的登録制度について」、開催は 2026

年 11月 17日を予定しています。 

 

３．石綿対策工事における標準積算基準の検討 

前年度からの継続で石綿対策工事に関する標準見積書様式の作成、実勢工事単価の

調査等を実施し、年度内に積算項目についての講習会を実施予定です。 

 

４．石綿対策工事管理技術者の資格認定に向けての取り組み 

資格制度設立に向けて継続して講習会やテキストの準備を進めていきます。9月には

先行して基本講習の一部について「資格制度プレビュー講習」を実施予定です。 

 

５．技術検討 

（１）適正な技術基準の整備 

当協会としての「適正な石綿対策工事」について、以下の４つの基準整備を進めます。 

①具体的石綿対策工事方法について 

②労働者の石綿ばく露防止対策について 

③石綿飛散監視対策について 

④災害発生時の石綿対策技術の向上 

（２）外部機関との連携 

学会研究者、研究機関との共同研究等でのタイアップ(補助金や科研費の活用等)に

より技術的知見を得る取り組みに挑戦します。 

 

６．対外活動 

学会や研究会等の場での対外的な情報発信についても継続して取り組み協会内外へ

の情報発信に努めます。あわせて、石綿対策における行政機関との連携、講習会への講

師派遣、検討会への委員派遣等についても積極的に取り組み、協会としての社会への貢

献度も高めていきます。 

 

７．広報活動 

協会を通じて多くの情報が会員の皆様にお伝え出来るように協会ホームページやメ

ールによる情報発信を積極的に行います。令和８年度は従来の取り組みと合わせてＳ
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ＮＳによる情報発信等にも注力していきます。また、令和８年度は協会活動宣伝用のパ

ンフレットの作成を予定しています。 

協会の認知度を上げ、今後の新たな協会活動や資格制度の創設につなげていきます。 

 

８．社会貢献 

石綿対策工事の現場管理に関する提言や災害時の被災地への技術支援等、協会とし

てできる社会貢献に積極的に取り組んでいきます。 

今年度は、協会内に災害時石綿対策ワーキンググループを立ち上げる予定です。過去

の地震災害等で得た災害対応の経験や知見を協会内で共有し、災害時の自治体支援に

役立てていきます。 

 

９．その他 

   令和７年度に計画していた九州支部設立については、令和８年度に継続して準備を

進めていきます。各地域での会員の連携や行政へのアプローチに積極的に取り組んで

いきます。 

 

 

 

 

以上 
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【報告３】令和8年度予算書.xlsx

一般社団法人 日本石綿対策技術協会　 報告３

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）
科　　　目 本年度予算額 前年度予算額 増減 前年度実績 備考

I．収入の部
　　入会金 180,000 795,000 -615,000 115,000             
　　　正会員個人入会金収入 60,000 245,000 -185,000 15,000                
　　　正会員団体入会金収入 120,000 550,000 -430,000 100,000             
　　会費 5,620,000 5,505,000 115,000 4,824,500          
　　　正会員個人年度会費収入 850,000 1,005,000 -155,000 775,000             73名→120名（第３期中入会）

　　　正会員団体年度会費収入 4,120,000 4,425,000 -305,000 3,562,500          25社→35社（第３期中入会）

　　　賛助会員個人年度会費収入 30,000 75,000 -45,000 32,500                4名→10名（第３期中入会）

　　　賛助会員団体年度会費収入 620,000 620,000 454,500             5社→10社（第３期中入会）

　　事業収入 8,200,000 8,700,000 -500,000 5,595,803          
　　　座学講習会事業収入 3,600,000 3,600,000 0 800,000             資格制度プレビュー講習、積算、Ｇメン講習等

　　　実地研修会事業収入 1,000,000 1,500,000 -500,000 815,000             工事監視専門家講習

　　　委託事業収入 3,600,000 3,600,000 0 3,980,803          2025年度継続案件、新規案件

   経常収益計 14,000,000        15,000,000        -1,000,000         10,535,303        

令和８年度正味財産増減予算書

26



【報告３】令和8年度予算書.xlsx

II．経常費用の部
  　１．事業活動支出 9,275,000          8,775,000          500,000 6,848,719          
　　　役員報酬 -                           -                           -                           -                           
　　　給与手当 -                           -                           -                           -                           
　　　退職給付費用 -                           -                           -                           -                           
　　　法定福利費 -                           -                           -                           -                           
　　　福利厚生費 -                           -                           -                           11,000                
　　　諸会費 150,000             -                           150,000             139,188             年会費:学会等、クレジットカード、アプリ

　　　会場賃借料 1,500,000          2,000,000          -500,000 111,520             要点講習、実地研修座学

　　　外注費 990,000             990,000             0 990,000             事務局運営費

　　　交際費 30,000                30,000                0 -                           
　　　会議費 100,000             150,000             -50,000 38,681                
　　　旅費交通費 2,000,000          3,000,000          -1,000,000 1,017,934          講習会旅費、学会参加旅費

　　　通信運搬費 1,200,000          450,000             750,000 1,148,771          Google WS, ZOOM, Data便, 資機材搬入出費

　　　消耗品費 160,000             150,000             10,000 158,758             
　　　印刷製本費 500,000             300,000             200,000 196,276             講習テキスト等

　　　名刺 10,000                10,000                0 9,968                  
　　　保険費 100,000             50,000                50,000 63,578                現地実習講習会障害保険

　　　諸謝金 2,000,000          2,000,000          0 187,311              講師謝金

　　　支払報酬 165,000             165,000             0 165,000             税理士

　　　支払手数料 40,000                200,000             -160,000 34,296                銀行手数料

　　　委託費 2,000,000          1,800,000          200,000 1,796,213          受託案件外注費

　　　賃借料 300,000             300,000             0 300,000             事務所家賃、水光熱費込み

　　　広告費 500,000             -                           500,000             317,398             環境新聞、Facebook、積算資料

　　　新聞図書費 -                           -                           -                           -                           
　　　租税公課 200,000             200,000             0 162,828             前期分謝金、交通費等の消費税調整

　　　貸倒損失 -                           -                           -                           -                           
　　　雑費 -                           -                           -                           -                           
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  　２．管理支出 3,825,000          3,205,000          620,000 3,574,260          
　　　役員報酬 -                           -                           -                           -                           
　　　給与手当 -                           -                           -                           -                           
　　　退職給付費用 -                           -                           -                           -                           
　　　法定福利費 -                           -                           -                           -                           
　　　福利厚生費 -                           -                           -                           11,000                
　　　諸会費 150,000             180,000             -30,000 139,188             年会費:学会等、クレジットカード、アプリ

　　　会場賃借料 80,000                50,000                30,000 67,450                
　　　外注費 990,000             990,000             0 990,000             事務局運営費

　　　交際費 -                           20,000                -20,000 -                           
　　　会議費 30,000                10,000                20,000 20,451                
　　　旅費交通費 800,000             500,000             300,000 708,952             理事会、委員会、総会参加旅費

　　　通信運搬費 800,000             500,000             300,000 701,569             Google WS、行政講習会郵送代、会計ソフト

　　　消耗品費 100,000             25,000                75,000 109,785             文房具等、会員証含む

　　　印刷製本費 -                           100,000             -100,000 -                           
　　　名刺 10,000                10,000                0 9,968                  
　　　保険費 -                           -                           -                           -                           
　　　諸謝金 -                           -                           -                           -                           
　　　支払報酬 165,000             165,000             0 165,000             税理士

　　　支払手数料 50,000                30,000                20,000 34,296                銀行振込手数料

　　　委託費 -                           -                           -                           -                           
　　　賃借料 300,000             300,000             0 300,000             事務所家賃、水光熱費込み

　　　広告費 300,000             300,000             0 272,210             環境新聞、Facebook、積算資料

　　　新聞図書費 -                           -                           -                           -                           
　　　租税公課 50,000                20,000                30,000 44,392                
　　　貸倒損失 -                           -                           0 -                           
　　　雑費 -                           5,000                  -5,000 -                           

経常費用計 13,100,000        11,980,000        1,120,000          10,422,978        
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当期経常増減額 900,000             3,020,000          -2,120,000 112,325             
III．経常外増減の部
   経常外収益

受取寄付金 - 2,500,000          - 2,530,000          
受取利息 - - - 14,870                
雑収入 - - - 370,177             
経常外収益計 - 2,500,000          - 2,915,047          

　経常外費用

経常外費用 - - - - 
法人税等 - - - 70,000                
経常外費用計 - - - 70,000                

当期経常外増減額 - 2,500,000          - 2,845,047          
　当期一般正味財産増減額 900,000             5,520,000          -4,620,000 2,957,372          
一般正味財産期首残高 7,423,982          4,466,610          2,957,372          4,466,610          
一般正味財産期末残高 - - - 7,423,982          

IV．正味財産期末残高 8,323,982          8,477,372          -153,390 7,423,982          
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	５【報告２】令和8年度事業計画書.pdf
	５【報告３】令和8年度予算書.pdf



